




































ヘルパーは 46 万人であり、平成 37（2025）年に平成 16（2004）年時点のサービス水準を維持し









































































また、労働が細分化されることにより、図 1-1、或いは図 2-1（ケース B）が示すように、移動
時間や待機時間など（実働に）付帯した労働が生じることとなる。さらに伊藤（2003：67-68）
表 1-2　訪問介護員と介護職員における労働条件の比較

























































































加（30 分を増すごとに 83 単位を増加）が削除されている。また、平成 21（2009）年の改定以降
は、短時間の訪問により多くの報酬が設定されるようになっている。さらに平成 24（2012）年






によれば、200 回以下の場合の収支差率はマイナス 11.6％、401～600 回のそれはプラス 1.2％、






















































































が明らかとなった。つまり、サービス提供にかかる総時間が 60 分であった場合、その約 24 分は
（移動時間等の）付帯労働が占めることとなる。そして、その付帯労働時間の内訳は、移動時間








ス提供責任者が 15%、訪問介護員が 63％、その他が 2％であった。また、勤続年数については、
勤続 5年以上が約 69％を占め、勤続 10 年以上が約 52％を占めた（表 3-1）。これらは、全国的な
調査と整合的な結果であった。
b．訪問時間と付帯労働時間の比較
まず、サービス提供時間 *9 に占める付帯労働時間は 39％となった（図 3-1）。この結果は、事業
所から利用者宅までの往復時間を含め、サービス提供のために 60 分を要した場合、（実働時間は
36 分に対し）その約 24 分は付帯労働となることを表している。
次に、付帯労働時間の内訳をみると移動時間が 60％と最も多くを占め、続いて報告書作成時
間が 30％を占めた。以下、待機時間が 5％、会議・研修時間が 4％となり、付帯労働のほとんど
が移動と報告書作成時間で占めていることが明らかとなった。（図 3-2）。この調査結果からは、
















































その人口はそれぞれ 3.5 万人程度、そして D地区は中山間地域であり、その人口は 1,000 人程度
となっている。





なっているのに対し、中山間地域である D地区へのそれは（往復）40 分となり、約 2倍の開き
がみられた。
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組みとなっている。例えば、要介護 1の場合は、165,800 円 /月、要介護 5の場合は 358,300 円 /月と設

































の権利（その 1）（社会保障をめぐって何が始まったか 資料（第 1回）「高齢者よ譲れ !」の大合唱）『賃
金と社会保障』pp.56-71.
・伊藤周平（2003 b）「構造改革と社会保障の権利 --第一部 介護保険法と社会保障の権利（8）介護事業者・
介護従事者の現状とサービス利用者の権利（その 2）」『賃金と社会保障』, pp.84-102.
















働時間数を増加させるか」『GEMC journal : グローバル時代の男女共同参画と多文化共生：Gender 
























（平成 22 年度　厚生労働省委託事業「訪問介護労働者の労働条件改善事業」, pp.24-28.
・厚生労働省（2012）「指定居宅サービ スに要する費用の額の算定に関する基準」（第 88 回社会保障審議
会介護給付費分科会資料）
・厚生労働省（2014）「平成 25 年介護サービス施設・事業所調査の概況」
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